令和8年度
公共分野における信頼できるAIを用いた開発実証事業
提案書

	提案実証事業の名称
	

	代表事業者名
	

	提出日付
	

	実証推進体制の構成員
	サービス開発事業者
	

	
	ユーザ機関
	

	
	実証AI提供事業者※／AIモデル名
	／

	
	比較用AI提供事業者※／AIモデル名
	／

	
	計算リソース提供事業者※／サービス名
	／


※『実証AI』、『比較用AI』、『計算リソース』については、サービス開発事業者等が自ら当該実証に必要な体制（環境）を確保できる場合であって、実証体制として必要な要件を満たしていれば必ずしも他の事業者と体制を構築する必要はありません。

(青字は提案書における記載要領のため、本様式を改変して提出する際には青字を消してください)
· 表紙に提案する実証事業の名称、代表事業者名及び日付を記入してください。
· なお、実証推進体制の代表機関（サービス開発事業者）が分かるように記載した上で、すべての共同提案事業者名（ユーザ機関、実証AI提供事業者、比較用AI提供事業者、計算リソース提供事業者）を記載してください。
· 本提案書は本様式に準拠して作成し、Word形式、A4・縦で作成してください。図表等の挿入や文字サイズ等のレイアウト調整は自由とします。



実証事業の全体概要と目的
· 本章では、公募要領『1.2.事業目的』および『2.4.応募事業の要件』に記載された要件について提案する事業の全体像、解決すべき行政課題、および想定するユースケースが本実証の目的に適合している旨を具体的に示してください。
· 本実証事業の主目的である「国内で開発されたAIの特性・適用先・適用方法等の評価・検証」を達成するための、実証事業の全体像が分かるように記載してください。
· 必要に応じて図表を添付してください。
※活用予定の製品・サービス等の具体的な内容や活用方法、検証事項ごとの具体的な
検証方法は提案書様式の「3.提案詳細」にご記載ください。

(1) 対象となる行政業務
· 本実証でAIを適用する具体的な行政業務の名称とその概要を記載してください。
また、直接的・間接的な受益者（住民、行政職員など）を明記してください。
※原則として実証自治体が業務遂行にあたり取得・保有しているデータをインプット情報とする業務を選定してください。
例）福祉分野における介護保険申請書の作成支援と審査業務。背景にある地域課題として、高齢化の進展により要介護認定の申請件数が急増しており、窓口の混雑や認定までの待機期間の長期化が住民サービスの低下を招いている（受益者：地域住民および窓口職員）。

(2) 現状の課題と国産AIの活用が求められる背景、目指す姿
· 対象業務において現在直面している具体的な課題と当該課題に対して国産AIの活用が求められる背景（国産AIモデルの特性を含むがこの限りではない。）、本事業を通じて実現したい目指す姿を記載してください。
· 課題を記載する際、現状生成AIの活用が進展していない・活用余地があると思われる背景要因についても記載してください。
例）申請書類の作成負担が大きく、記入漏れや添付書類の不備による手戻りが多発し、職員の審査・対応工数がひっ迫している。生成AIの活用も検討されているが、機密情報の入力が困難であるため、活用し切れていないのが現状である。目指す姿として、国産AIを活用した申請手続き円滑化と職員の審査業務の大幅な省力化を実現する。

(3) 解決策の全体像とシステム構成
· 課題解決のために、実証AIのどのような機能を用いて、どのようなサービス・システムを構築・提供するのか記載してください。
· 実証AI、比較用AI、自治体内システム等をどのように連携させるか、データの流れが視覚的にわかるシステム全体の構成図をここに記載してください。
· 特に、（２）の記載事項を踏まえ、国産AIを活用したサービス導入と当該業務との適合性についても整理してください。

(4) 想定されるモニタリング評価指標（定量的なKPI、KGI等のアウトカム）
· 実証事業の成果を測るための具体的な指標（業務時間削減など）と、実証用AIと比較用AIを比較するための評価指標（正答率、ハルシネーション発生率等）を記載してください。
· AI導入前後比の評価指標だけでなく、実証用AIと比較用AIとを比較するための評価指標を含みます。
例）AI導入前後評価指標：申請受付から一次審査完了までの処理時間、窓口での住民の滞在時間
例）実証用AIと比較用AIとを比較するための評価指標：AIの回答正答率（ハルシネーション発生率1％未満）など

必須要件の適合状況
· 本章では、公募要領『2.公募要件』および『3.6.知的財産権等』に記載の各必須要件について、提案内容および使用するAIモデルが完全に適合している旨を、機能・仕様の観点から具体的に示してください。
(1) 実証AIおよび関連サービスの要件適合状況
· 使用する国産LLM（大規模言語モデル）やSLM（小規模言語モデル）の名称を記載し、
公募要領で求められる以下の要件への適合状況を記載してください。
· 実証AIで用いられる計算リソースを含めて適合状況を記載してください。
1 国内開発モデルであることおよび国内完結・データ主権の確保が担保できていること
2 情報の漏洩や不適切な学習利用を防止する保護方策の実施状況

(2) 開発するサービス・システム全般の要件適合状況
· 以下の要件項目に関するシステム環境全体としての要件適合状況を記載してください。
1 ネットワーク・インフラ環境
· 実証自治体の庁内ネットワーク（LGWAN等）からどのように安全に利用するか。ガバメントクラウド上の推論環境での動作想定や、ISMAPの取得（または手続開始）・DMP掲載状況について記載してください。
2 セキュリティ・ログ機能
· 自治体機密性3B情報を扱う上でのセキュリティ対策、マイナンバー等機微情報が入力された際の「自動検知・マスキング・送信ブロック機能」の実装方法、および「誰が・いつ・何を」入力・出力したかを改ざん不可能な状態で保存・一括出力する機能について記載してください。
3 知的財産権・損害賠償補償
· AI生成物が第三者の著作権等を侵害したと訴えられた際、ベンダーが損害賠償等を補償する条項（利用規約等）の有無と内容を記載してください。

提案詳細
· 本章では、公募要領『3.1.実施内容』並びに『5.5.1.主な審査内容』に記載の要件について、提案詳細が適合している旨を具体的に示してください。
(1) 事業内容の妥当性に関する検証計画
1 ユーザ機関の業務詳細を把握するための計画・手法
· サービス開発事業者が、単にシステムを提供するだけでなく、ユーザ機関（実証自治体）の業務の解像度を上げるための計画・手法を記載してください。
例）実証開始後最初の〇週間、サービス開発事業者のエンジニアが実証受け入れ部署（介護福祉課等）に週3日程度常駐（または密なオンライン同席）し、実際の業務フローの観察と現場職員へのヒアリングを実施する。

2 サービス開発におけるユーザ機関との仕様すり合わせ及び改善の計画・手法
· ユーザ機関との仕様すり合わせ及び現場フィードバックに基づき提供サービスを改善していくためのアジャイルな計画・手法を記載してください。

3 比較用AIを用いた実証AIの評価計画
· 実際の行政データや業務フローを用い、比較用AI（海外主要LLM等）との比較をどのように行うか、詳細かつ具体的に評価・抽出するための計画・手法を記載してください。

4 実証AIの機能要件把握に資する実証の工夫
· 本実証事業全体の取りまとめに向けた、実証AIの機能要件の把握に資する実証とするための具体的な工夫を記載してください。

(2) AI技術・検証要件の適合性評価計画
· 以下の観点について、実証事業の中で「どのようなテスト・確認を行い、評価するか」をそれぞれ具体的に記載してください。
· 記載にあたっては、以下に示す検証観点を参照しつつ提案してください。
1 実証AIに関する適合性評価
· 日本の法体系（法律、政令、条例等）の優先順位や階層構造に基づく推論の正確性
· 「起案」、「答弁」、「通知」等の行政手続に特有の様式及び文体への準拠
· 回答の根拠となった法令、マニュアル、ガイドライン等の該当ページや条文の正確な提示（根拠の明示性）
· AIが回答を生成するに至った推論プロセスの可視化（利用職員が理解可能な形式か）
· 特定の地域や属性に対するバイアスや差別的表現の排除・中立性の確保

2 サービスに関する適合性評価
· IT機器の操作に不慣れな職員でも直感的に操作可能なユーザビリティ
· 既存の庁内コミュニケーションツール（Teams、Slack等）とのAPI連携・業務組み込み
· テキスト以外のデータ（音声データ、手書き帳票などの画像データ等）の直接読み込み・処理（マルチモーダル対応）

3 想定される生成AI導入後の業務フロー変化
· AI導入前（As-Is）と導入後（To-Be）の業務フロー図を記載してください（別紙可）。
· 特に、AIが完全に業務を自動化するのではなく、AIの回答案を職員が確認・承認し、最終的な意思決定・責任を人間が行う「ヒューマンインザループ（Human-in-the-loop）」のプロセスが、どの業務ステップに組み込まれているかを明確に図示・説明してください。

	サービス導入前
	サービス導入後

	
	



(3) その他特記事項
· （１）（２）のほかに事業の背景や目的に照らして独自提案がある場合は記載してください。

事業の実現性
· 本章では、公募要領『2.3.実施体制』並びに『5.5.1.主な審査内容（事業の実現性に関する審査）』に記載の要件について、実証スケジュール、事業実施体制、および構成員の実績・ノウハウが円滑な実証遂行に十分足るものであり、適合している旨を具体的に示してください。
· また、公募要領『3.2.進捗管理等』『3.8.情報保全の履行体制』および『3.9.情報セキュリティ等』に記載の要件について、想定するリスクとその対応策、進捗管理手法、並びに機密情報管理の履行体制が適合している旨を具体的に示してください。
(1) 実施スケジュール
· 次のような月単位の表で技術検証期間中のスケジュールを記載してください。
· 重要なマイルストンがある場合は表中に分かるように記載してください。
（■は記載例、消去して実際のスケジュールに直すこと）
	実施項目
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	1. 要件定義・業務
フロー詳細把握
	■
	■
	
	
	
	
	
	
	
	

	2. 実証・比較環境の構築、データ整備
	
	■
	■
	
	
	
	
	
	
	

	3. 現場テスト運用
	
	
	
	■
	■
	■
	
	
	
	

	4. 比較用AIとの性能評価・要件適合性評価
	
	
	
	
	
	■
	■
	■
	
	

	５. 共有会議の
参加・報告
	（共有会議の開催に合わせて随時対応）

	6. 成果報告書骨子案・報告書案の提出、最終納品
	
	
	
	
	
	
	■
	
	■
	■



(2) 事業の実施体制
· 体制を構成する主体の事業者名と、本プロジェクトにおける具体的な役割・責任範囲を明記した体制図を記載し、実証推進体制の構成員についてその概要を記載してください。※単独の事業者が複数の役割を兼務する場合は、その旨を明記するとともに、人員配置を記載してください。
· ユーザ機関（実証自治体）と実証内容や実施体制について、現時点でどの程度合意形成がなされているかを明記してください。
実施体制図
	【必要に応じて、実証機関の役割分担に係る追加説明を行うこと】






(3) 事業遂行に必要な実績・ノウハウ
1 構成企業の実績
· 各構成企業が有する、AI開発実績、自治体システムの導入実績、DX推進の伴走支援実績等を具体的に記載してください。
2 業務従事者の実績
· プロジェクトを牽引するプロジェクトマネージャー（PM）や主要エンジニア、有識者の経歴（保有資格、類似プロジェクトの経験等）を記載してください。
· 業務従事者が、提案の事業の履行に必要若しくは有用な、又は背景となる経歴、知見、語学能力（母語及び英語等）、文化的背景（在留経験等）を有することを記載してください。



3 事業のリスクと進捗管理
5 事業で想定されるリスクと対策

· 提案書作成時点で想定されるリスク（例えば、進捗遅延、性能不足、必要な検証環境の確保が不十分、安全面の課題等）と、その想定される対策を上記の表に記載してください。対策は契約額の増額を伴わない前提で記載してください。

	No.


	想定されるリスク
	対策

	記載例
	進捗遅延

精度不足
	①：必要な人員を追加投入し、作業ごとの進行を早める／作業を並行して進行する
②：検証結果に応じて追加データをインプットする

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	

	
	



6 事業の進捗管理方法
· 想定している技術検証の進捗状況の管理方法について記載してください。
· 事業を中止する際の明確な基準についても記載してください。
· 進捗状況を管理するためのツール（アプリケーション、サービス等）の利用を予定している場合には、当該ツールの名称及び利用目的も記載してください。


4 機密情報管理・情報保全の履行体制
· 実証で扱う行政データや、開発されたノウハウ（機密情報）の外部流出を防ぐための具体的な管理体制を記載してください。
· 情報漏洩対策や、実証・比較用AIの不適切な学習利用を防止するための適切な保護方策について記載してください。
· 公募要領に従って、提案者が実施する情報セキュリティ確保のための具体策を記載してください。
· また、各組織個別の具体策ではなく、実証推進体制全体で実施する機密保持、資料の取り扱い等の情報管理に関する具体策を記載してください。


事業費・経費計画
· 本章では、公募要領『3.4.事業費』および『3.5.経理処理及び関連事項』に記載の要件に基づき、本実証事業の遂行に必要な各種経費・設備備品費等の支出計画が経済合理性を有しており、精算対象経費のルールに適合している旨を示してください。
· 本事業の遂行に必要な経費の概算額を予算費目毎に記載して下さい。
· 「情報通信分野における研究開発委託契約経理処理解説」を参照のうえ、適切に計上して下さい。
· 提案金額を実際の事業費が超過した場合には、対応方針を明記してください。
· 再委託先についても別表として必要な経費の概算額を予算費目毎に記載してください。本表は、必要な分だけコピーして下さい。
（単位：千円）
	予算費目
	合計
	積算根拠

	１．人件費
(1)〇〇
(2)・・・・
	
	

	２．事業費
(1)物品費
①設備備品費
②借料
③消耗品費
(2)旅費・交通費
①業務従事者旅費
②委員等旅費
(3)その他経費
①工事費
②印刷製本費
③会議費
④通信運搬費
（※電話代、インターネット利用料金等の通信費は計上不可）
⑤機器光熱水費
（※事務所等にかかる光熱水費は、計上不可）
⑥その他
	
	

	３．一般管理費
	
	

	４．外注費
（１）外注費
①○○調査
②○○試験
	
	


	小　計
	
	

	５．消費税額及び地方消費税額
	
	

	合　計
	
	



(1) 提案金額を実際の事業費が超過した場合の対応方針
· 提案金額を実際の事業費が超過した場合の対応方針を記載して下さい。
· 契約金額の増額を伴わない前提で記入してください。

(2) 経費支出計画書に設備備品費を計上する場合の付記事項
· 設備備品費の計上は、株式会社野村総合研究所が特に必要があると認める場合に限り、対象経費とすることを踏まえ、設備備品費を計上する理由を記載して下さい。
· 本提案書においては、ネットワーク／ソリューション機器の購入に係るもののみ記載して下さい。
· 提案の選定をもって設備備品費としての計上を認めたと解することは一切できませんので、留意して下さい。
· 本表は、必要な分だけコピーして下さい。

	設備備品の種類
	

	予定調達先
	※自社調達（実証機関の内部調達を含む。）の場合も記載して下さい。

	予定購入金額（円、税込）
	〇〇，〇〇〇，〇〇〇円

	想定される使途
	

	レンタル・リースなどで調達できない理由
	以下の注意は、提出時に削除して下さい。
※自社調達（実証機関の内部調達を含む。）の場合、会社の方針・規定等、会社都合の理由は不可とします。
※200字程度で記載して下さい。






	継続利用の計画
	以下の注意は、提出時に削除して下さい。
※本実証後、撤去・処分することを前提とする計画は不可とします。
※契約期間外の維持保守管理に要する費用は、経費対象外であることに注意すること。
※200字程度で記載して下さい





誓約・遵守事項等
· 本章では、公募要領『2.公募要件』および『4.2.費用を支給しない採択者の要件』等に記載された各種欠格事由に該当せず、公募要領の各種規定を誠実に遵守する旨を誓約し、応募適格性に完全に適合している旨を示してください。

(1) 実証事業の構成員一覧

· 提案体制の構成員に関する情報を一覧に記載してください。

	サービス開発
事業者
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	Ｔ

	ユーザ機関

	自治体名
	

	
	面積
	

	
	人口
	

	
	実証担当部署
	

	実証AI提供
事業者※
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	構成員とする理由
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	Ｔ

	比較用AI提供事業者※
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	業務の概要
	

	
	構成員とする理由
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	Ｔ

	計算リソース
提供事業者※
	法人名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地（事業者）
	

	
	所在地（計算リソース）
	

	
	業務の概要
	

	
	構成員とする理由
	

	
	適格請求書発行事業者の該非
	該当する・該当しない

	
	適格請求書発行事業者の登録番号
	Ｔ


※『実証AI』、『比較用AI』、『計算リソース』については、サービス開発事業者等が自ら当該実証に必要な体制（環境）を確保できる場合であって、実証体制として必要な要件を満たしていれば必ずしも他の事業者と体制を構築する必要はありません。
(2) 実証事業の担当者一覧
· 実証体制内のすべての団体について、担当者名を記載してください。
· 構成員については、以下に示すフォーマットをコピーするなどしてすべての団体の担当者を記載してください。

	代表機関
	法人名
	

	
	実施責任者（プロジェクトマネージャー） または 業務実施責任者（プロジェクトマネージャー）
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	〇〇部〇〇課

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	事業実施
副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	技術実証
担当者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	
	
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	会計処理
担当者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	
	
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報セキュリティ責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報セキュリティ副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	個人情報保護
・管理責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	個人情報保護
・管理副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報保全監督責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報保全監督副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	その他管理体制に係る関係部署の責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	
	
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	その他管理体制に係る関係部署の副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	

	構成員
①
	法人名
	

	
	業務実施責任者（プロジェクトリーダー）
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	〇〇部〇〇課

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	事業実施
副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報セキュリティ責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報セキュリティ副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	個人情報保護
・管理責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	個人情報保護
・管理副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報保全監督責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-Mail
	

	
	情報保全監督副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	その他管理体制に係る関係部署の責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	
	
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	

	
	その他管理体制に係る関係部署の副責任者
	氏名 (ふりがな)
	
	役職名
	

	
	
	所属
	

	
	
	TEL
	
	E-mail
	



(3) 外注計画
· 外注を予定している業務がある場合、当該業務の内容・外注先の事業者名、その選定理由を記載してください。
· 外注の予定はあるものの具体的な外注先が決まっていない場合は、外注先の欄に「未定」と記載し、選定を予定している時期を記載してください。
· 外注等の計画を記載して下さい。表は必要な分をコピーして記載して下さい。
· 本提案の選定をもって、外注等を承認したことにはなりませんので、注意して下さい。
	外注先の名称
	

	外注先の住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇　〇丁目〇番〇号

	外注先の法人URL
	

	外注を行う合理的理由
	実証機関の構成員として参加する場合に比して特に効率が高い理由を含めること。

	外注を行う業務範囲
	

	外注予定金額と経費支出計画額総額に対する割合
	円（　　　％）

	外注先の保有する
関連技術や実績内容
	


(4) 応募を実施するうえでの誓約
· 以下のチェックリストの条件を満たす場合に「✓」を記載して下さい。

	公募要領2.2.1①に示す応募対象事業者の不適格要件（ア）～（ク）に該当しないこと。
	✓

	公募要領「5.応募申請」に定める方法にて、期日までに応募書類を事務局に提出すること。
	

	本実証の契約等を事務局との間で直接締結でき、かつ、日本に拠点を有していること。
	

	予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しないものであること。
	

	総務省又は他府省庁等からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置を受けている期間中でないこと。
	

	過去3年以内に情報管理の不備を理由に総務省又は他府省庁等との契約を解除されている者ではないこと。
	

	本事業以外の委託事業または補助金事業（応募中のものを含む）と、本事業における経費は明確に区分すること。
	



(5) 公募要領の遵守確認の誓約署名
· 提案にあたり、公募要領の要件を満たし、条件等を遵守することを誓約する場合は、次の文章をそのまま提案書に記載してください。なお、（提案者）の部分は、提案者の社名等に書き換えてください。
「（提案者）は、公募要領記載の要件を満足し、条件等を遵守することを誓約する。」


【参考】情報管理体制に関し、契約時に提供を要する情報
· このページは提出時には削除して下さい。
（提案時には記載不要です。契約時に別紙にて記載・提出を求めます。）
情報管理体制図
（例）情報取扱者














【情報管理体制図に記載すべき事項】
・本業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。）
・本業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。

情報取扱者名簿
	
	氏名
	住所（※５）
	生年月日
（※５）
	所属部署
	役職
	パスポート番号及び国籍
（※４）

	情報管理責任者（※１）
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	情報取扱管理者（※２）
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	
	

	業務従事者
（※３）
	Ｄ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	
	

	再委託先
	Ｆ
	
	
	
	
	
	


（※１）	受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。
（※２）	本業務の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本業務の進捗状況などの管理を行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※３）	本業務の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）	日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以外の者は、パスポート番号及び国籍を記載。
（※５）	住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても野村総合研究所から求められた場合は速やかに提出すること。

A


B
（進捗状況管理）


D　


C
（経費情報管理）


E


情報取扱管理者


業務従事者


情報管理責任者


再委託先


F
